
〇基礎情報

（施策のねらい）
１　施策指標と実績（Do）

（評価の見方） Ｓ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果があがった Ａ 事業の指標は達成できなかったが、成果はあがった Ｂ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果は今後見込める
Ｃ 事業の指標は達成できなかったが、成果は今後見込める Ｄ 事業の指標を概ね達成したが、成果は見込めない Ｅ 事業の指標を達成できず、成果も見込めない
Ｚ 未着手事業（計画していたが未実施に終わった） 実績なし 事業実施の体制は整えていたが、実績がなかった（実施計画期間中で当該年度は実施予定のないものを含む）

２　政策的事業の実績（平成30年度）

再任用短時間 臨時職員 非常勤嘱託職員 総人工 総時間 一人あたり月平均
施策目標 17

　医療を受けられる保険制度を安定的に運営す
る

高瀬　達也
管理職 左記以外
3 人 39 人

4 0

5 0

0 0.0% 0

2

55.59 人 6,179 時間

0 0.0% 0

　特定健康診査の実施率の向上

国民健康保険料現年度分収納率 92.19%
国保運営方
針に定める収
納率目標

92.19% 92.42% 92.66%
3 　国民年金への加入促進

事務事業評価表

課名 保険年金課 作成責任者 常勤職員 常勤職員以外 総従事者 時間外勤務時間

1 　国民健康保険事業などの安定した事業運営
施策指標名

4次実施計画の
現状値

目標値
（R2年度）

実績値
H28年度 H29年度 H30年度

13.2 時間2 人 3 人 30 人

6 0

事務事業の取組結果と成果（効果）　（Plan　/　Do）

H30実績値
どうなったか（生ま
れた成果・効果）

どう働きかけた結果
（手段・方法）

H30目標値事務事業の指標
H29決算(円) H30決算(円)

取組
時間

事務
改善

休・
廃止

評価

132,633千円
医療機関等から請求された診療報酬明細書（レセプト）の
再点検を行い不適切な給付をなくす。

100,000千円
レセプト点検による効果
額

614,304

変動
なし

Action

No.
事務事業

(第4次実施計画)
施
策
従事
者数

会計
区分

H29予算(円) H30予算(円) 何・誰に対して
（対象）

15,074,967 13,267,162

2
保険料の収納率の
向上に関する事務

1 2.00 特別

12,059,000

Ｓ
変動
なし

16,104,000 14,528,000

92.66%

保険料滞納者に対して、文書による催告、休日納付相談
等の接触機会の確保によるきめ細かな対応を継続すると
共に、被保険者間の公平性の確保のため、財産調査の
徹底及び滞納処分の取組に力を入れた結果、目標値を
上回ることができた。

92.55%

国民健康保険料現年度
分収納率(H27～H29の
収納率実績の平均値
+0.25%)

1
レセプトの再審査事
務

1 5.16 特別

幼児(親子) 年1回
成人 年1回

糖尿病イベントや幼稚園の歯科教室の機会を利用し、歯
周病と生活習慣病の関係など、歯と口腔の健康づくりの
大切さを普及啓発することにより、生活習慣病の予防、ひ
いては将来の医療費の抑制につながるよう努めた。

幼児年1回、成人年1
回

開催回数

Ｓ

9,951,109 8,920,229

3 健康管理啓発事業 2 0.76 特別
1,204,000 1,221,000

Ｓ
変動
なし

●

11,843,000

5,400部

国民健康保険加入者で特定健康診査の対象者に対し、
健康的な生活習慣づくりのパンフレット等を配布し、内臓
脂肪症候群（メタボリックシンドローム）を予防する意識を
高め、将来的な医療費の削減に努めた。

5,500枚
健康パンフレット配布枚
数619,002

658,800

変動
なし

Ｓ4
歯と口腔の健康づく
り教室事業

2 0.41 特別
659,000 659,000

658,800

Check



３　実施計画事業（政策的事業（政策的事業のない課かいは一般管理事務等））の総括評価

４　Actionにチェックの入った今年度「事務改善」を行う事業
No.

５　Actionにチェックの入った今年度「休・廃止」を検討する事業
No.

６　働きかたの見直しにおける取り組み結果（28-30年度の3か年の取り組みの結果、得られた生産性向上などの成果）

変動
なし

Ｓ5
ジェネリック医薬品
普及啓発事業

2 0.13 特別
739,000 756,000

716,622 732,584
75.20%74.0%

ジェネリック医薬品の数
量ベースの利用率(数量
シェア）（12月調剤分）

市で抽出した対象者への個別通知により、ジェネリック医
薬品についての普及啓発を行い、利用率の向上を図るこ
とで、限られた財源の国民健康保険給付費の抑制に繋
がっている。

合計

取り組みの結果

　毎月の担当毎のミーティングを通じ、担当内の仕事の状況を共有し、仕事の切り出し、受け入れ体制を整えることで、事務量の平準化に努めた成果、時間外勤務時間の減少につながっている。

　人工・事務事業費・事務事業指標達成度の結果にかかる分析（Check）　／　今後の展望（Action）

　保険年金課の平成30年度の事務事業数は75事業あり、うち政策的事業は5事業である。政策的事業の評価結果は、「S」5事業、「A」0事業、「C」0事業、「E」0事業、「実績なし」0事業となっており、全ての事業で成
果を出すことができた。
　施策指標としている「国民健康保険料現年度分収納率」については、非常に脆弱な人員体制の下ではあったが、担当全体の意識向上効果もあり、一定の実績を残すことができた。神奈川県および県下市町村で
策定した国保運営方針により、今後ますます高い目標達成を要求されるため、人員の増強による体制強化が喫緊の課題である。
　職員の時間外勤務は、総時間6,179時間、一人当たりの月平均13.2時間であり、前年度と比較して総時間は1,348時間減少、一人当たりの月平均は2.1時間減少させることができた。国保事業においては、制度改
革初年度のため、期初は混乱しながらのスタートであったが、毎月の担当毎のミーティングを通じ、担当内の仕事の状況を共有し、仕事の切り出し、受け入れ体制を整えることで、事務量の平準化に努めた成果であ
ると考える。働き方の見直しにも配慮しながら、令和元年度の期中から、時間外の事前申請方法を改める（時間外勤務発生の要因・分析・解消策の記載等）ことにより、人毎や担当毎の平準化を図ることにより、全
体の総時間数の圧縮を検討している。

事務事業（検討事業がない場合は - ） 休・廃止検討の理由（1事業も検討できない場合はその理由を記載）

- 　- 　全ての政策的事業が、国民健康保険事業の安定した事業運営に貢献する必要不可欠な事務事業のため

H30予算（円） 29,007,000

H30決算（円） 24,193,079

事務事業（事業がない場合は - ） 事務改善の内容

2 　保険料の収納率の向上に関する事務

　高齢化や、被用者保険の加入拡大が進む中、今後も中間所得層の占める割合の減少が見込まれ、国民健康保険料の収納状況はますます厳しくなるものと予想さ
れる。また、加入者が減少を続ける中、神奈川県および県下市町村で策定した国保運営方針により、今後ますます高い目標達成を要求されることになる。引き続き、
事務の効率化は進めていくものの、制度改革による事務負担が増え続ける現状においては、それも限界となりつつある。よって、第4次実施計画にて要望はしている
が、税部門や他市に比べ、脆弱な現状の徴収体制を複数年かけ強化（人員増）するため、次期総合計画に盛り込む調整を関係各課と行う。


